
橋本市生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画） 

 

令和４年 月 日 

 

          橋本市生活交通ネットワーク協議会           
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 
 橋本市は、南海高野線沿線に住宅地が大規模開発され、その地域では住民の年齢層も比

較的低いが、旧来の住宅地や郊外地域では高齢化が顕著である。高齢化率は現時点で約

33％であり、今後も高齢化に対応したまちづくりを進める必要がある。また地形的事情か

ら、交通不便な山間・農村部も多いが、生活機能を担う商業施設は散在し、総合病院も郊

外地域にあるため、日常生活において移動の確保は市民の生命線であり、生活交通路線の

確保・維持は必要不可欠である。 

 公共交通は、大阪へと通じる南海高野線、和歌山市や奈良方面へと通じるＪＲ線の鉄道

を軸に、路線バス、コミュニティバス、乗合タクシーにより構成される公共交通網が広が

っている。生活交通の必要性から住民の公共交通への関心は高く、これまで数多くの要望

が寄せられ、市町村合併前の平成18年2月からコミュニティバスの運行を開始。同年3月の

合併後も、一部民間路線バスの撤退、高齢化や免許返納によるニーズの変化、コミュニテ

ィバスで補完できない地域における移動手段の確保、民業圧迫の回避など、様々な課題解

決に向けて継続的に取り組んできた。平成23年度には「生活交通ネットワーク計画」を、

平成28年度には「地域公共交通網形成計画」を策定し、同計画に基づき平成29年12月、令

和2年1月と段階的に地域公共交通の再編を実施。コミュニティバス路線と民間路線との競

合区間の解消や一部区間のデマンド化などを行った。市内の幹線交通を路線バスが担い、

コミュニティバス、デマンド交通が支線の役割を果たしている。 

 しかしながら、令和2年の再編直後に新型コロナウイルス感染症が蔓延し、現在、地域

公共交通は極めて困難な状況にある。また、乗り継ぎ不便解消など取り組むべき課題も残

っている。市民の日常生活の維持と地域経済活性化のため公共交通はなくてはならないも

のであり、限られた資源の中で、より安全で利便性の高い移動手段として維持していく必

要があることから、本事業は必要不可欠である。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

以下に記載の取組みを推進することにより、コミュニティバス収支率１５％（令和３年度１

１．８％）デマンド交通稼働率３０％（令和３年度２３．３％）以上とする。 

加えて、フィーダー系統の重要な役割である、民間路線への乗り継ぎ利用者数を「平均１０

０人／日」とする。 

また、ポストコロナに向け、市と交通事業者が連携して抗ウイルス対策等、利用者が公共交

通機関を安心に利用できるような情報発信を行い、出控えによって減少した旅客の取り戻しも

図っていくこととする。 

①持続的で安全な交通サービスの創出のための関係者の連携促進 

 ・行政と交通事業者における情報交換会の実施    ２回／年 

 ・事業者への聞き取り（コロナの影響・対策含む現状）４回／年 

②市民・地域の理解・主体性の醸成 

 ・再編後の公共交通に関する意見収集、情報提供（コロナ対策含む）各地区１回／年 

 ・公共交通に関する議論・コミュニケーションの場づくり        １回／年 

③コミュニティバスと民間路線の競合解消／行政が対応すべき移動の効率的なケア 

 ・路線重複箇所の効率化 競合解消路線１路線 

 ・運行継続基準の明示による地域主体の取り組み促進（指標は上記目標に同じ） 

④ネットワークを形成する交通モード間連携の強化  

 乗り継ぎ負荷の緩和 

 ・路線バス、コミュニティバス、デマンド交通等のスムーズな乗り継ぎを可能とする 

ダイヤ設定 

資料３ 



 ・乗り継ぎ負担の少ない料金のしくみづくり 

⑤幹線・民間路線の育成 

 幹線等の利用促進活動の展開 

幹線路線等の役割・位置づけの明示・周知（公共交通マップ、市ホームページ、標準的な

バス情報フォーマットの活用等） 

（２）事業の効果 

 市民の移動手段を確保し利用を促進することで公共交通ネットワークの持続的な運営につな

がり、必要不可欠な生活交通が維持されるとともに地域活性化にもつながる。 

①持続的で安全な交通サービスの創出のための関係者の連携促進 

公共交通やまちづくりに関する現状及び課題や方向性の共有を図ることができる。 

②市民・地域の理解・主体性の醸成 

・市民に対し公共交通の現状と課題、課題解決に向けての取り組みを共有できる。 

・地域公共交通網形成計画の実効性を高めるために不可欠な地域住民の理解と行動につ

ながる。 

③コミュニティバスと民間路線の競合解消／行政が対応すべき移動の効率的なケア 

 ・鉄道及び幹線民間路線バスとコミュニティバスの役割分担をすることで効率的で持続

可能な公共交通網形成につながる。 

 ・コミュニティバス及びデマンド交通の見直しに係る運行継続基準を明示することで、

地域公共交通の運行継続等について地域主体の取り組みにつながる。 

④ネットワークを形成する交通モード間連携の強化  

 乗り継ぎ負荷の緩和を図ることで、利用者の利便性の向上、利用促進につながる。 

⑤幹線・民間路線の育成 

 市民に対して幹線路線等の役割の認知、浸透を図ることで、理解と利用促進につながる。 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 
①持続的で安全な交通サービスの創出のための関係者の連携促進 

 行政と交通事業者における情報交換会の実施（行政・各交通事業者） 

②市民・地域の理解・主体性の醸成 

 ・公共交通に関する情報提供（行政） 

 ・公共交通に関する議論・コミュニケーションの場づくり（行政） 

③コミュニティバスと民間路線の競合解消／行政が対応すべき移動の効率的なケア 

 ・コミュニティバス路線の効率化・ネットワークの役割分担（行政・各交通事業者） 

・コミュニティバス及びデマンド交通の見直しに係る運行継続基準の明示（行政） 

④ネットワークを形成する交通モード間連携の強化 

 乗り継ぎ負荷の緩和（行政・各交通事業者） 

⑤幹線・民間路線の育成 

 幹線等の利用促進活動の展開（行政・各交通事業者） 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 
地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表１」を添付。 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者 

橋本市から運行事業者への運行に係る補助金については、運行事業者の損失額から国庫補

助金額を差し引いた差額分を負担することとしている。 

６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

南海りんかんバス株式会社 

 

７．補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定方法 

  【活性化法法定協議会を補助対象事業者とする場合のみ】 

※該当なし 

８．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 



※該当なし 

 

９．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

10．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

11．外客来訪促進計画との整合性 

 【外客来訪促進計画が策定されている場合のみ】 

※該当なし 

12．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表５」を添付。 

 

13．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 
※該当なし 

14．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 
※該当なし 

（２）事業の効果 

※該当なし 

15．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する

費用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方

式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

16．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

17．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 
※該当なし 

18．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

（２）事業の効果 

※該当なし 



19．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

20．協議会の開催状況と主な議論 
 平成３０年６月８日（金）第１回幹事会 

コミバス・デマンド交通利用状況等、生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー

系統確保維持計画）（案）、地域公共交通再編実施計画の策定について協議 

 平成３０年６月２９日（金）第１回協議会 

利用状況等、生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画）

（案）、地域公共交通再編実施計画の策定について協議・合意 

 平成３１年１月１１日（金）第２回幹事会 

利用状況等、恋野橋の通行止めに伴う対応等、地域公共交通確保維持改善事業の事業

評価、地域公共交通再編実施計画の策定及び再編実施について協議 

 平成３１年１月１８日（金）第２回協議会 

利用状況等、恋野橋通行止めに伴う対応等、地域公共交通確保維持改善事業の事業評

価、地域公共交通再編実施計画の策定及び市内公共交通の再編実施について協議・合

意 

 平成３１年３月１８日（月）第３回幹事会 

利用状況等、恋野橋通行止めに伴う対応等、地域公共交通網形成計画の取組み、地域

公共交通再編実施計画の策定及び再編実施について協議 

 平成３１年３月２７日（水）第３回協議会 

利用状況等、恋野橋通行止めに伴う対応等、地域公共交通網形成計画の取組み、地域

公共交通再編実施計画の策定及び再編実施について協議・合意 

 令和元年５月２４日（金）第１回幹事会 

利用状況等、恋野仮橋通行に伴う対応等、地域公共交通再編実施計画、市生活交通確

保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画）（案）について協議 

 令和元年５月３１日（金）第１回協議会 

利用状況等、恋野仮橋通行に伴う対応等、地域公共交通再編の実施、市生活交通確保

維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画）（案）について協議・合意 

 令和元年８月２０日（火）第２回協議会 

利用状況等、地域公共交通再編の実施について（実施日・停留所・ルート（コミ・デ

マ）・時刻表・運行日・運賃・新設する路線バス）協議・合意 

 令和２年５月２０日（水）第１回協議会 

利用状況等、市生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画）

（案）について協議・合意 

 令和２年８月４日（火）第２回協議会 

第１回ネットワーク協議会の議決結果、かつらぎ町無料循環バスの通過、高野町「夢

たまごハイランドタクシー」の運行変更にかかる本市への承認依頼について協議・合

意 

 令和２年１０月２日（金）第１回幹事会 

高野町「夢たまごハイランドタクシー」について協議 

 令和３年１月４日（月）第３回協議会 

利用状況等、高野町「夢たまごハイランドタクシー」の運行変更にかかる本市への乗

入れの承認、令和２年度地域公共交通確保維持改善事業・事業評価について協議・合

意 

 令和３年２月９日（火）第２回幹事会 

令和４年度以降の地域公共交通等のあり方について協議 

 令和３年６月４日（金）第１回協議会 

利用状況等、市生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画）

（案）について協議・合意 

 令和４年６月１日（水）第１回協議会 

利用状況等、市生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画）

（案）、橋本市地域公共交通計画の策定、交通網見直しについて協議・合意 



21．利用者等の意見の反映状況 
市生活交通ネットワーク協議会へ利用者代表として橋本市区長連合会より２名、橋本市

老人クラブ連合会、橋本市身体障害者連盟より各々代表委員１名、橋本商工会議所及び高

野口町商工会から各々代表委員１名に参加していただいている他、下記の地域懇談会やア

ンケート調査を実施した。 

   ○地域懇談会の開催 

    ・対 象 ：橋本市在住の市民 

    ・回 数 ：８回 

    ・期 間 ：平成３０年６月９日～平成３１年２月１６日 

    ・参加人数：１９０人 

 

   ○市民アンケート調査 

    ・調査対象：橋本市在住の市民 

    ・調査方法：地域懇談会の参加者 

    ・調査期間：平成３０年 

    ・回収状況：１６８件 

 

   ○コミュニティバス乗降調査 

    ・調査対象：橋本市コミュニティバスの乗客 

    ・調査方法：コミュニティバス車内での聞き取り調査（無記名方式） 

    ・調査期間：平成３０年６月８日～７月２７日 

    ・回収状況：２００件 

 

   ○インターネットアンケート調査（試行） 

    ・調査対象：橋本市コミュニティバスの乗客 

    ・調査方法：グーグルフォームを活用したアンケート調査（無記名方式） 

    ・調査期間：令和２年９月７日～１１月９日 

    ・回収状況：７件 

 

   〇コミュニティバス乗務員を対象とした状況調査 

    ・調査対象：コミュニティバス乗務員（南海りんかんバス株式会社） 

    ・調査方法：アンケート調査（無記名方式） 

    ・調査期間：令和３年７月 

    ・回収状況：１６件 

 

   〇コミュニティバス・デマンドタクシー乗降調査 

    ・調査対象：橋本市コミュニティバス・デマンドタクシーの乗客 

    ・調査方法：車内での聞き取り調査（無記名方式） 

    ・調査期間：令和３年１１月８日～１１日 

    ・回収状況：コミュニティバス３１１件、デマンドタクシー２２件 

 

   〇路線バス・紀見橋本病院線乗務員を対象とした状況調査 

    ・調査対象：市内路線バス乗務員（南海りんかんバス株式会社） 

    ・調査方法：アンケート調査（無記名方式） 

    ・調査期間：令和３年１２月 

    ・回収状況：１６件 

 

 

 

 

 

 



22．協議会メンバーの構成員 

  橋本市生活交通ネットワーク協議会 構成メンバー           

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所） 和歌山県橋本市東家一丁目１番１号 

（所 属） 橋本市総合政策部政策企画課 

(氏 名） 副主査 乾 沙也香 

（電 話） 0736-33-7117（直通） 

（e-mail） kikakhsy@city.hashimoto.lg.jp 

 団体名 役職名 備   考 

1 号委員 
和歌山県企画部地域振興局  

総合交通政策課 課長 関係する都道府県 

1 号委員 橋本市 副市長 関係する市区町村 

1 号委員 橋本市経済推進部 部長 関係する市区町村 

1 号委員 橋本市健康福祉部 部長 関係する市区町村 

1 号委員 橋本市総合政策部 部長 関係する市区町村 

2 号委員 西日本旅客鉄道(株) 橋本駅長 鉄道事業者 

2 号委員 南海電気鉄道(株) 橋本駅長 鉄道事業者 

2 号委員 南海りんかんバス(株) 取締役社長 一般乗合旅客自動車運送事業者 

2 号委員 有鉄観光タクシー（株） 社長 一般乗用旅客自動車運送事業者 

2 号委員 大阪第一交通㈱橋本営業所 所長 一般乗用旅客自動車運送事業者 

2 号委員 橋本タクシー(株) 社長 一般乗用旅客自動車運送事業者 

2 号委員 南海りんかんバス（株） 従業員代表 一般旅客自動車運送事業者の運転者 

2 号委員 公益社団法人 和歌山県バス協会 専務理事 和歌山県バス協会長又はその指名する者 

2 号委員 一般社団法人 和歌山県タクシー協会 会長 和歌山県タクシー協会長又はその指名する者 

2 号委員 一般社団法人 和歌山県ハイヤー・タクシー協会 専務理事 和歌山県ハイヤー・タクシー協会長又はその指名する者 

3 号委員 国土交通省近畿地方整備局 
和歌山河川国道事務所 道路管理第一課長 道路管理者又はその指名する者 

3 号委員 和歌山県伊都振興局 建設部 部長 道路管理者又はその指名する者 

3 号委員 橋本市建設部 部長 道路管理者又はその指名する者 

4 号委員 
国土交通省近畿運輸局 

和歌山運輸支局 

首席運輸企画専門官 

輸送監査部門 
国土交通省近畿運輸局和歌山運輸支局長又

はその指名する者 

4 号委員 
国土交通省近畿運輸局 

和歌山運輸支局 

首席運輸企画専門官 

総務企画部門 

国土交通省近畿運輸局和歌山運輸支局長又

はその指名する者 

5 号委員 和歌山大学 経済学部 教授 学識経験者 

5 号委員 橋本市身体障害者連盟 顧問 市民又は利用者の代表 

5 号委員 橋本市老人クラブ連合会 会長 市民又は利用者の代表 

5 号委員 橋本市区長連合会 会長 市民又は利用者の代表 

5 号委員 橋本市区長連合会 理事 市民又は利用者の代表 

5 号委員 橋本市社会福祉協議会 会長 市民又は利用者の代表 

5 号委員 橋本市女性会議 会長 市民又は利用者の代表 

5 号委員 橋本商工会議所 会頭 商工会議所又は商工会 

5 号委員 高野口町商工会 会長 商工会議所又は商工会 

5 号委員 橋本市議会 議長 市議会議員 

5 号委員 橋本市議会 総務委員会委員長 市議会議員 

5 号委員 橋本警察署 署長 橋本警察署長又はその指名する者 

5 号委員 かつらぎ警察署 署長 かつらぎ警察署長又はその指名する者 

5 号委員 橋本市民病院総務部 課長 橋本市民病院長又はその指名する者 


